別紙1 情報提供様式
陸域観測技術衛星2号「だいち2号」（ALOS-2）官民連携加速化事業に関する情報提供要請（RFI）
情報提供様式

情報提供にかかる注意事項
· 以下、1項から3項に示す内容について、設問に応じて回答を記載すること。
· 1項と2項は選択式の必須回答項目とする。ただし、1項と2項両方への回答も歓迎する。3項は必須回答項目とする。
· 回答に係る分量は情報提供者の自由とし、必要に応じて補足資料の提出も可とする。
1 衛星データビジネスの成立性
本紙3項に示す官民連携枠組み案（以下、「本官民連携枠組み案」という。）を活用した衛星データビジネスの成立性について、以下の情報を提供してください。情報提供に際して、前提とすべき諸条件については、別紙2の前提条件書を確認してください。

1.1 売上
1.1.1 本官民連携枠組み案を活用して実施したい衛星データビジネスのアイデア（サービス内容、対象とするターゲット、実施体制等を含めること）。
	





1.1.2 1.1.1で想定される売上見込概算（円）。
	




1.1.3 1.1.2の売上見込概算のうち、政府等によるアンカーテナントを想定している部分とその割合。
	





1.1.4 既存の政府等需要への対応に向けたアイデアや構想。
	





1.1.5 新たな民間需要・海外需要獲得に向けたアイデアや構想。
	





1.1.6 政府等のアンカーテナントに係る要望。
	





1.2 費用
1.2.1 本官民連携枠組み案を活用し、衛星データビジネスを実施するために必要となる年間の民間負担概算額（円）。なお、可能な範囲で費用の内訳を示すこと。
	





1.3 収支見込
1.3.1 収支の成立性に関する見解や条件（例：売上見込概算額及び民間負担概算額、累計収支の成立に必要な運用期間等）。
	





1.3.2 1.3.1の収支の成立性に関する課題、及び課題への対応案。
	





1.3.3 その他、本官民連携枠組み案を活用した衛星データビジネスの成立性を高めるための提案。なお、別紙2で記載する前提条件の部分的な変更提案も可とする。（例：ＪＡＸＡと民間事業者の役割分担の部分変更や、ＪＡＸＡから貸与する施設設備の変更、知的財産権等にかかる条件等）
	





2 その他の官民連携アイデア
2.1 本官民連携枠組みとは異なる官民連携のアイデア。なお、別紙2に記載する前提条件の抜本的な変更提案も可とする（例：民間事業者の役割分担の大幅な変更等）。
	





2.2 2.1のアイデアの下、実施したい衛星データビジネスのアイデア（サービス内容、対象とするターゲット、実施体制等を含めること）
	





3 他事業との相乗効果
1項または2項で記載した衛星データビジネスのアイデアについて、他の関連事業との相乗効果がある場合は、情報提供してください。

3.1 JAXAの重点テーマ事業[footnoteRef:1]に関連する新たな共創アイデア（例：民間商用衛星とのタスキング連携やデータ融合の共同利用実証など） [1:  重点テーマとは、便益共創に向けたパートナー機関との密な連携体制の下、具体的で大きな便益（リターン）の獲得を戦略目標として定め、研究開発や社会実装に係る予算・人的リソースを重点的に配分することで、これを実現するための取組を加速し、便益の着実な獲得を目指すJAXAの事業を指す。詳細は、以下の資料を確認すること。
宇宙政策委員会 衛星小委員会 第32回会合（令和7年6月30日）JAXA第５期中長期計画における衛星地球観測の重点テーマについて] 

	





3.2 他のJAXAまたは政府系事業（例：宇宙戦略基金やSBIR等）との連携可能性
	





3.3 他の国際ファンディング事業（例：Horizon Europe等）との連携可能性
	





以上
2

